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各   位  

2014 年 1 月 23 日  

一 般財 団 法 人  労 務 行 政研 究 所  

 

2014 年賃上げの見通し―労使および専門家 540 人アンケート  

      ～定昇込みで 2.1％と予測。経営側のベア実施予定は  

           昨年調査に比べて 10 ポイント増加～  

 

 

 民間調査機関の労務行政研究所 （理事長 ：矢田敏雄）では、1974 年から毎年、来る賃金交渉の動向

を把握するための参考資料として、「賃上げに関するアンケート調査」を労・使の当事者および労働経

済分野の専門家を対象に実施している。このほど、2014 年の調査結果がまとまった。 

 これによると、2014 年の賃上げ見通しは、全回答者 540 人の平均で「6413 円・2.07％」（定期昇給分

を含む）となった。厚生労働省の昨 13 年主要企業賃上げ実績（5478 円・1.80％）を 935 円・0.27 ポイン

ト上回る予測である。労使別に見た平均値は、労働側 6653 円・2.15％、経営側 6080 円・1.96％であ

る。 

 また、自社における 2014 年定期昇給については、労使とも「実施すべき」「実施する予定」が 9 割前後

とほとんどである。一方、ベースアップについては、経営側では「実施しない予定」53.4％、「実施する予

定」16.1％となった。ベア実施には依然として慎重な姿勢が多いものの、昨年に比べると「実施する予定」

は 10 ポイント程度増加している。労働側では、ベアを「実施すべき」が 66.7％と 3 分の 2 を占めた。  

 

 

調査要領  

1．調査時期：2013 年 12 月 9 日～2014 年 1 月 15 日  

2．調査対象：被調査者 5679 人（内訳は下記のとおり）  

     ◇労働側 東証第 1 部および 2 部上場企業の労働組合委員長等 1919 人（労働組合がない企業は除く） 

     ◇経営側 東証第 1 部および 2 部上場企業の人事・労務担当部長 2025 人  

     ◇労働経済分野の専門家 主要報道機関の論説委員・解説委員、大学教授、労働経済関係の専門家、  

       コンサルタントなど 1735 人  

3．回答者数および集計対象：1 月 15 日までに回答のあった合計 540 人。対象別内訳は、労働側 222 人、経営側

161 人、労働経済分野の専門家 157 人  

4．集計要領・方法：賃上げ額・率は東証第 1 部・2 部上場クラスの一般的な水準を目安に回答いただいたもので、

定期昇給込みのものである。「賃上げ額」「賃上げ率」はそれぞれ別の項目として尋ね、具体的

な数値の記入があったものをそのまま集計したため、両者の間には必ずしも関連性はない。  

 

本プレスリリースに関する問い合わせ先            

（一財）労務行政研究所      編集部 担当：田中  TEL：03－3586－2100（調査室直通） 

本プレスリリースは厚生労働省記者クラブのほか、クラブ加盟社以外の媒体にもご案内しています。 

  ※本調査の詳細は、当研究所編集の『労政時報』第 3861 号（14.2.14）で紹介します。  

 

 

一般財団法人 労務行政研究所の概要 

◆設立：1930 年 7 月（2013 年 4 月、一般財団法人に移行）  

◆理事長：矢田敏雄  

◆事業内容：①人事労務の専門情報誌『労政時報』ならびに Web コンテンツの編集  

②人事・労務、労働関係実務図書の編集  

③人事・労務管理に関する調査  

 ◆所在地：〒106-0044 東京都港区東麻布 1－4－2 

◆URL：http://www.rosei.or.jp/ 
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【図表１】　実際の賃上げの見通し（額・率）

－（人）、％－

(540) 100.0 (222) 100.0 (161) 100.0 (157) 100.0 (540) 100.0 (222) 100.0 (161) 100.0 (157) 100.0

3,000 円 台 4.3 3.6 3.1 6.4 1.0～1.1 ％ 3.7 3.6 3.1 4.5

4,000  〃 3.3 2.3 5.0 3.2 1.2～1.3 〃 0.7 0.6 1.9

5,000  〃 19.8 18.9 26.1 14.6 1.4～1.5 〃 3.0 2.3 3.1 3.8

6,000  〃 36.7 29.7 41.0 42.0 1.6～1.7 〃 3.3 2.7 5.0 2.5

7,000  〃 11.1 10.8 7.5 15.3 1.8～1.9 〃 19.1 19.4 24.2 13.4

8,000  〃 6.5 10.8 1.2 5.7 2.0～2.1 〃 32.8 23.4 38.5 40.1

9,000  〃 4.8 5.0 3.7 5.7 2.2～2.3 〃 6.5 8.6 2.5 7.6

10,000  円以上 1.3 2.3 1.3 2.4～2.5 〃 6.3 5.4 6.2 7.6

無　 回 　答 12.2 16.7 12.4 5.7 2.6～2.7 〃 1.3 2.7 0.6

2.8～2.9 〃 5.6 8.1 0.6 7.0

3.0～3.1 〃 4.4 5.9 3.7 3.2

3.2～3.3 〃 0.6 0.5 1.3

3.4  ％  以  上 0.6 0.9 0.6

無　 回 　答 12.2 16.7 12.4 5.7

6,413 6,653 6,080 6,432 2.07 2.15 1.96 2.08

11,800 11,780 9,300 11,800 3.8 3.8 3.0 3.8

3,000 3,000 3,000 3,000 1.0 1.0 1.0 1.0

［注］賃上げ率は小数第１位まで回答いただいているが、平均値は小数第２位まで算出している（以下同じ）。
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経営側

［注］上記の差は、労働側の見通しから経営側の見通しを引いたもの｡｢△ ｣は、労
　　　働側が経営側を下回っていることを表す。

-0.1 

0.0 

0.1 

0.2 

0.3 

0.4 

△ 200

0

200

400

600

800

04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

△ 55

1
28

199

9

542

△ 57 △ 11

88
62

573

△ 0.10

0.00

0.10

0.20

0.30

△ 200

0

200

400

600

（円） （ポイント）

金額差

率の差

【図表２】 実際の賃上げ見通しに見る労使の差の推移
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留意点 

「実際の賃上げ見通し」については、調査

票上に以下のデータを提示し、それを目

安として東証第 1 部・2 部上場クラスの主

要企業における 2014 年の賃上げがどうな

るか、世間相場の観点から回答いただい

た。なお、賃上げ額・率は定期昇給込み

のものである。 

①厚生労働省調査による主要企業の昨

13 年賃上げ実績は 5478 円・1.80％ 

②上記から推測される大企業の賃上げ前

基礎ベースは 31 万円程度 

③定期昇給のみの場合は1.8％（5580円）

程度 

１ 実際の賃上げ見通し 

・全回答者の平均：6413 円・2.07％ 

・労使の見通し：労働側 6653 円・2.15％、経営側 6080 円・1.96％ 

 

●額・率の見通し［図表 1～2］ 

 2014 年の賃上げ見通しを東証第 1 部・2 部上場クラスの主要企業を目安とした世間相場の観点から回答いただいた

ところ、全回答者の平均で 6413 円・2.07％となった｡厚生労働省調査における主要企業の昨 13 年賃上げ実績は 5478

円・1.80％であり、これを 935 円・0.27 ポイント上回る予測である｡ 

 労使別では、労働側 6653 円・2.15％、経営側 6080 円・1.96％となった。本アンケートにおける「実際の賃上げ見

通し」は、ここ数年、労働側と経営側の平均値が極めて近接した水準で推移していた［図表 2］。景気や企業業績が回

復基調にあり、政府の賃上げ要請などもあって社会的にも賃上げムードが見られる中、14 年は、労使の見通しにやや

開きが生じる結果となった。 

 賃上げ率の分布は［図表 1］、労使とも「2.0～2.1％」が最も多く、「1.8～1.9％」がこれに続く。1.8～2.1％の範囲

に、労働側では 4 割超、経営側では 6 割超が集中している。各種調査による大手企業の“定期昇給率”は平均で 1.6

～1.8％程度とみられ、今回の調査では定昇率を「1.8％」と提示している。定期昇給制度を持たない企業もあるため

一様にはいえないが、おおむね“定昇＋α”との見方をする人が多い。 
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２ 自社における 2014 年定昇・ベアの実施 

 ※前項の｢実際の賃上げ見通し｣は、“世間相場”の観点から一般論として回答いただいたものであるが、 

 ここでは自社における来る交渉に向けた考えを尋ねた。 

 

・定昇の実施：労使とも「実施すべき」｢実施する予定｣が 9 割程度とほとんどを占める 

・ベアの実施：経営側の｢実施する予定｣は 16.1％だが、昨年調査に比べると 10 ポイント程度増加 

 

●定昇の実施［図表 3］ 

 アンケートでは、賃上げ額・率の世間一般的な見通しに加え、自社における賃金制度上の定期昇給（賃金カーブ維

持分）および業績等に応じたベースアップ（賃金改善分）の実施についても労使双方に尋ねた（なお、労働側・経営側の

回答者は、それぞれ異なる企業に属しているケースが多い点に留意いただきたい）｡ 

 2014 年の定昇については、労働側で 87.4％、経営側で 90.1％が｢実施すべき｣「実施する予定」と回答。経営側の｢実

施しない（凍結する）予定｣は 0.6％（1 人）にとどまった。実質的な賃金制度維持分に当たる定期昇給については、

労使ともほとんどが実施する意向を示している。 

 

●ベアの実施［図表 3～4］ 

 ベアに関しては、経営側の 53.4％が「実施しない予定」と回答、「実施する予定」は 16.1％となった。ベア実施に

は慎重な姿勢が依然として多いものの、その割合は昨年調査時の 75.5％に比べると、20 ポイント以上も減少してい

る。 

 一方、労働側では、ベアを「実施すべき」が 66.7％と 3 分の 2 を占め、09 年以降 5 年ぶりに「実施すべきではな

い（実施は難しい）」を上回った。 

 各年においてベアを「実施すべき」または「実施する予定」と回答した割合の推移を［図表 4］に示している。10

年以降、先行き不透明な経済経営環境から、労使ともベアの実施には否定的な傾向が続いていたが、14 年は、労働側

は一転、実施派が主流となった。ベア実施に慎重な姿勢に変わりはない経営側も、昨年に比べると「実施する予定」

は 10 ポイント程度増加している。 

 

 【図表３】　2014年における定昇およびベアの実施について

―％―

[注]自社における2014年定昇・ベアの実施について尋ねた。「その他」は“未定・分からない”“検討中”“制度を見直す”など。

＜労働側（222人）＞ ＜経営側（161人）＞

定
 
昇

（
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ブ
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）
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ア

（
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）
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87.4 
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(実施は難

しい） 1.8 

もともと制
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8.6 

その他1.8 無回答0.5 
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定90.1 
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(凍結する）

予定0.6 

もともと制

度がない

6.8 
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無回答 1.2 
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66.7 
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その他7.7 

無回答2.3 
実施する予

定16.1

実施しない

予定53.4 

その他

21.1 

無回答 9.3 
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［注］各年において、ベアを「実施すべき」(労働側)または　　　

  「実施する予定」(経営側）と回答した割合を示した。
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【図表５】　物価上昇や消費税率アップ等と賃上げ、賞与・一時金の方向性

－（人）、％－

区　分

合　　　計 (222) 100.0 (161) 100.0

賃上げ(ベア)を行い、経済界等の意向や物価上昇・消費
税率アップに応える方向で検討する(べき)

40.5 11.2

賃上げは制度上の定昇程度にとどめ、賞与・一時金の
増額によって、経済界等の意向や物価上昇・消費税率
アップに応える方向で検討する(べき)

17.1 29.2 46.0

賃上げ(ベア)実施、賞与・一時金増額の両方によって、
経済界等の意向や物価上昇・消費税率アップに応える
方向で検討する(べき)

20.7 5.6

自社の賃上げ、賞与・一時金の決定において、経済界
等の意向や物価上昇・消費税率アップは考慮しない(べ
き)

7.7 33.5

分からない 7.7 16.8

その他 6.3 3.7

[注]経営側の回答には、「予定・検討中」の場合も含む。「その他」は

　　“物価上昇は考慮するが、経済界等の意向は考慮しない”など。

労働側 経営側

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 物価上昇や消費税率アップ等と自社の賃上げ、賞与・一時金の方向性 

 ※労使に対し、自社の 14 年賃上げ、賞与・一時金決定にどのようなスタンスで臨むかを尋ねた。 

 

・方向性：経営側では、賃上げ、賞与・一時金増額により「経済界等の意向や物価上昇・消費税率アップに応える方

向で検討」が 46.0％ 

 

●方向性［図表 5］ 

 日本経済の再生を目指す安倍政権と、その意向を受けた経団連は、比較的早い段階から企業に賃上げの要請をして

きた。また、消費者物価は上昇傾向にあり、14 年 4 月には消費税率が現在の 5％から 8％にアップする。こうした動

きを踏まえ、自社の 14 年賃上げ、賞与・一時金決定にどのようなスタンスで臨むかを尋ねた（予定・検討中の場合

も含む）。 

 経営側では、賃上げ（ベア）、賞与・一時金増額によって、「経済界等の意向や物価上昇・消費税率アップに応える

方向で検討する」が 46.0％となった。「自社の賃上げ、賞与・一時金の決定において、経済界等の意向や物価上昇・

消費税率アップは考慮しない」は 33.5％で 3 分の 1 である。 

 「応える方向で検討」する場合は、「賃上げ（ベア）」が 11.2％、「賞与・一時金の増額」が 29.2％、「賃上げ実施、

賞与・一時金増額の両方」は 5.6％にとどまった。固定費のアップにつながる賃金ではなく、変動費である賞与で、

と考える向きが多い。 

 労働側にも同様の設問により、 

自社はどのようなスタンスで臨む 

べきかを尋ねたところ、「賃上げ」 

40.5％、「賃上げと賞与・一時金増 

額の両方」20.7％、「賞与・一時金 

増額」17.1％となり、「経済界等の 

意向や物価上昇・消費税率アップ 

は考慮すべきではない」は 7.7％ 

にとどまった。労使で、賃上げ・ 

一時金に対するスタンスに顕著な 

違いが見られる。  
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